
個別労働関係紛争のあっせん
１　取扱件数

令和７年
（９月末）

２　産業別件数（新規申請分）

令和７年
（９月末）

３　紛争内容別件数（新規申請分）
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令和７年
（９月末） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 3

※申請は、複数のあっせん事項を有することがあるため、表中の件数は申請件数と一致しない。
※過去の実績については、「沖縄県労働委員会年報」を御覧ください。
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解 決 率(%) 次月繰越件数
前月繰越 新規申請 計 解　決 取下げ 打　切　り 不開始 計

4 2 6 0 1 1 0

教育、
学習支援業

2 0 4

年　別
農業、
林業

建設業 製造業 情報通信業
運輸業、
郵便業
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小売業

金融業、
保険業
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宿泊業、
飲食サービス業

生活関連
サービス業、

娯楽業

0 0 0 0 0

医療、
福祉

複合サービス
事業

サービス業
（他に分類され
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公務
（他に分類され
るものを除く）

合計

20 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0
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